
 

 

 

 

 

 

令和７年度富士見市一般会計補正予算（第７号）概要 
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歳 入 

款 項 補正前の額 補正額 

国 庫 支 出 金 国 庫 補 助 金 １，５６０，８１２ ７６８，６７６ 

繰 入 金 基 金 繰 入 金 １，４９２，６３９ △１９，１９３ 

歳 入 合 計 ４４，２９０，８３３ ７４９，４８３ 

 

歳 出 

款 項 補正前の額 補正額 

総 務 費 総 務 管 理 費 ５，０７４，６９１ ７４６，３５９ 

農 林 水 産 業 費 農 業 費 １４５，１３５ １，７４４ 

商 工 費 商 工 費 １２５，２２８ １，３８０ 

歳 出 合 計 ４４，２９０，８３３ ７４９，４８３ 
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（単位 千円） 

計 主  な  内  容 

２，３２９，４８８ 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金  ７６８，６７６ 

１，４７３，４４６ 財政調整基金繰入金            △１９，１９３ 

４５，０４０，３１６  

 

（単位 千円） 

計 主  な  内  容 

５，８２１，０５０ くらし応援給付金支給事業         ７４６，３５９ 

１４６，８７９ 小規模土地改良事業              １，７４４ 

１２６，６０８ 商工業推進事業                １，３８０ 

４５，０４０，３１６  
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令和７年度一般会計補正予算（第７号） 

 

１ 補正予算（第７号）の概要 

今回の補正予算は、国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、物価高騰

に対する迅速な支援として、全市民への現金給付を実施するほか、市内商業団体が行う  

消費喚起事業に係る費用の一部補助などが主な内容となっています。 

（単位 千円） 

２ 歳入歳出予算の補正 

（１）歳入歳出予算補正額                     ７４９，４８３ 

補正後累計額                     ４５，０４０，３１６ 

 

（２）歳入の内容 

ア 国庫支出金                        ７６８，６７６ 

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（政策企画課） 768,676 

 

  イ 繰入金                          △１９，１９３ 

    財政調整基金繰入金（財政課） △19,193 

    ・補正後繰入額 1,329,862（令和７年度末基金残高見込 3,616,842） 

 

（３）歳出の内容 

  ア くらし応援給付金支給事業（くらし応援給付金室）      ７４６，３５９ 

     エネルギー・食料品等の物価高騰による影響を受けている全市民に対し、１人

当たり５，５００円の現金給付を実施するための補正 

    【特定財源：物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（国） 740,997】 

 

  イ 小規模土地改良事業（農業振興課）               １，７４４ 

     土地改良団体に対し、農業用揚水施設に係る電気料金の高騰分を補助するため

の補正 

    【特定財源：物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（国） 1,732】 

 

  ウ 商工業推進事業（産業経済課）                 １，３８０ 

     くらし応援給付金支給事業の実施に合わせ、市内商業団体が行う消費喚起事業

に係る費用の一部を補助するための補正 

 

  エ 特別支援学校給食事業（学校給食センター）          財源内訳更正 

     食材価格高騰に伴い増額した特別支援学校給食の賄材料費に対して臨時交付金

を充当し、財源内訳更正するための補正 

    【特定財源：物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（国） 493】 
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  オ 学校給食事業（学校給食センター）              財源内訳更正 

     食材価格高騰に伴い増額した学校給食の賄材料費に対して臨時交付金を充当し、

財源内訳更正するための補正 

    【特定財源：物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（国） 25,454】 

 

３ 繰越明許費の補正 

（１）くらし応援給付金支給事業（くらし応援給付金室）       ７４６，３５９ 

    事業の実施期間が翌年度にわたるため繰り越すもの 

 

（２）商工業推進事業（産業経済課）                  １，１６１ 

    事業の実施期間が翌年度にわたるため繰り越すもの 

 

 


